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要旨：ローカルおよびグローバルなヘルスモニタリングを用いて PHC 杭の損傷検出を試み

るために正負交番繰返し曲げせん断載荷実験を行った。振動特性計測，超音波伝播時間測定

とともにひび割れ幅を計測しながら破壊性状を観察して，杭の損傷検出をするための基礎デ

ータとしてまとめた。 
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1. はじめに 

建物のヘルスモニタリングには，超音波検査，

アコースティックエミッション(以下，AE)セン

サ，磁気探傷，Ｘ線探傷，振動モニタリングな

どの非破壊試験法により行われることが多い。 

建築物の健全性に関する既往研究の多くは上

部構造のみを対象としてきた。しかし，実際の

建築物において，上部構造で測定される固有振

動数は上部構造物の剛性だけでなく，基礎構造

の剛性によっても変化する。1)～3) 

通常，杭の損傷を調査するには掘削が必要と

され，被害の可能性のあるすべての杭を調査す

ることは，コストおよび時間の面において非効

率的である。よって，上部構造のモニタリング

と同様に杭基礎の損傷度や大まかな損傷位置が

あらかじめ検出できれば大きなメリットとなる。 

本研究はPHC杭の損傷検出を試みるものとし，

それに関する基礎実験を行う。 

ここでは中低層建物でよく用いられるPHC杭

を対象とし，地震力を想定した正負交番繰返し

曲げせん断載荷実験を行った。実験ではグロー

バルモニタリングとして常時微動計測による杭

の振動特性からその剛性変化を捉え，ローカル

モニタリングとして超音波伝播時間計測を行い，

ひび割れ幅を計測しながら破壊性状を観察した。

それらの実験結果をもとに各センサの損傷検出

の適用性を検討し，杭の損傷検出をするための

基礎データとしてまとめる。 

 

2. 実験概要 

図－1 に試験体のモデル化を示す。図－1 の左

図は地震時における杭の曲げモーメント図であ

る。杭頭から地震時曲げモーメント図の反曲点

までの杭頭部を取り出し，2 つの杭頭部を逆対象

につなぎ合わせてモデル化した。 

図－2 に載荷方法を示す。載荷は大野式加力と

し静的正負交番繰返し載荷とした。実線で示し

た合計 4 つのピンとローラーが正加力時の支承

で，破線で示した合計 4 つのピンとローラーが 
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負加力時の支承である。支承にはテフロンシー

トを緩衝させ，グリースを塗布することにより

回転や滑りに対する摩擦を極力小さくするよう

に配慮した。土台の上に支承をセットし，試験

体を載せてスタブの上端面に支承をセットして

加力梁を載せ，加力梁の中央を 2000kN アムスラ

ーで載荷した。試験体は PHC 杭の両側に鋼製ス

タブを取付けた。PHC 杭の両端板と鋼製スタブ

の両端部に鋼製プレートを十分に溶接し，それ

らをハイテンションボルトで緊結した。PHC 杭

は JIS 認定工場の生産ラインで製作した。 

図－3 に試験体断面を示す。杭径は 300mm，

肉厚は 60mm，主筋は 8－φ9.0～10.0，らせん筋

はφ3.2@100 とした。 表－1 に試験体一覧を示

す。試験体総数は 3 体である。No.1 の試験体断

面は JIS 規格の C 種 PHC 杭である。No.2 および

No.3 はそれぞれ JIS 規格の C および B 種 PHC 杭

の配筋に同様である。実験変数は主筋量とプレ

ストレス量である。表－2 に材料特性を示す。コ

ンクリート圧縮強度は 94N/mm2，引張強度は

6N/mm2，ヤング係数は 42kN/mm2 である。鉄筋

の降伏応力度とヤング係数はそれぞれ 0.79, 100 

(φ3.2) , 1.47, 208 (φ9.0) , 1.45, 208 (φ10.0)  

kN/mm2 である。スタブおよび加力梁は SN400

材を用いた。表－3 に試験体の終局曲げ耐力 Qmu

および終局せん断耐力 Qsu を示す。終局曲げ耐

力は平面保持を仮定した断面分割による曲げ解

析により算出した。終局せん断耐力は文献 4)の式

を用いて算出した。Qsu／Qmu が 1.0 以下の試験

体は終局曲げ耐力が終局せん断耐力よりも大き

く，せん断破壊するように試験体を設計したこ

とを意味する。載荷は顕著な損傷が発生または

伸展した変形角で折り返す変位制御とした。 

載荷ピークにおいて完全除荷したのちに試験

体の振動計測を行った。実際の建物では加速度

計を基礎スラブ上などに設置し杭基礎全体の振

動特性を計測することになるが，本研究はまず

「杭 1 本の振動特性」と「杭損傷の関係」のデ

ータを得るための基礎研究と位置づける。 

コンクリート
圧縮強度 ：94 N/mm2 
引張強度 ： 6 N/mm2 
ヤング係数 ：42 kN/mm2 
鉄筋 
降伏応力度： 
0.79(φ3.2) , 1.47(φ9.0) , 1.45(φ10.0)  kN/mm2 
ヤング係数： 
100(φ3.2) , 208(φ9.0) , 208(φ10.0)  kN/mm2 
鉄骨 
載荷梁およびスタブ：SN400 

表－2 材料特性 

杭径 ：300mm 
肉厚 ： 60mm 
主筋 ：8－φ9.0～10.0 
フープ ：φ3.2@100 

図－3 試験体断面 

Qmu：終局曲げ耐力時せん断力 
Qcr ：せん断ひび割れ荷重 
Qsu ：終局せん断耐力 

表－3 耐力計算値 

No. Qmu
(kN)

Qcr
(kN)

Qsu
(kN) Qsu / Qmu

1 155 153 159 1.03

2 152 127 0.84

3 130 121 0.93
86

図－2 載荷方法 

*1：ピン支承 , *2：ローラー支承 , *3：PHC 杭,  
*4：載荷梁 (H-350x350x12x19) ,   
*5：載荷スタブ (H-350x350x12x19) 
支承の▲と△はそれぞれ正加力時，負加力時にセ
ットした組み合わせを示す。 

載荷 

*1 

*2 

*2 

*2 *4 

*3 *5 *5 

表－1 試験体一覧 

No. 杭径

(mm)
肉厚

(mm)
スパイラル
フープ

プレストレス

(N/mm2)

1 10

2

3 8－φ9.0

φ3.2
@100 1

主筋

300 60
8－φ10.0
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3. 実験結果および考察 

3.1 せん断力－相対変位関係 

図－4 にせん断力－相対変位関係を示す。履歴曲

線上の○はせん断ひび割れ発生を示す。すべて

の試験体において危険断面位置に曲げひび割れ

が発生し，変位の増大に伴い危険断面位置の圧

縮側コンクリートで圧壊がすすんだ。 

No.1はプレストレス量が 10N/mm2であるので

履歴特性は原点指向型の傾向し，せん断力 0 の

ときの残留変位が No.2 および No.3 に比べて小

さい傾向を示した。相対変位－ 9.0mm (－

1/133rad) および 18.5mm (1/65rad)でせん断ひび

割れが発生し，せん断力 152kN，相対変位 21.1mm 

(1/57rad) でせん断破壊し，せん断力は 0 となり

変位は測定不能となった。らせん筋の一部で破

断が確認できた。 

No.2 はプレストレス量が 1N/mm2 であり，せ

ん断力 0 のときの残留変位が No.1 に比べて大き

い傾向を示した。相対変位 14.1mm (1/85rad) で

せん断ひび割れが発生し，その後，せん断ひび

割れは伸展し相対変位 30mm (1/40rad) で載荷を

終了した。 

No.3 はプレストレス量が 1N/mm2 であり，せ

ん断力 0 のときの残留変位が No.1 に比べて大き

い傾向を示した。相対変位 24.0mm (1/50rad) で

せん断ひび割れが発生し，その後，せん断ひび

割れは伸展し相対変位 30mm (1/40rad) で載荷を

終了した。 

 

3.2 せん断力 0 のときの剛性 

図－5 にせん断力 0 のときの剛性を示す。ヘル

スモニタリングは地震後に行うので実験で必要

となるのは完全に除荷したときの剛性，すなわ

ち，せん断力 0 のときの剛性である。図中の添
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図－4 せん断力－相対変位関係

せん断力(kN) せん断力(kN) 

相対変位 (mm) 

せん断力(kN) 

δ R δ R 
δ R 

No.1 No.2 No.3 

相対変位 (mm)
相対変位 (mm)

0

5

10

15

0 5 0 0 1 , 0 0 0 1 , 5 0 0 2 , 0 0 0 2 , 5 0 0 3 , 0 0 0 3 , 5 0 0 4 , 0 0 0 4 , 5 0 0 5 , 0 0 0

0.0

0.2

0.4

0.6

0.8

1.0

±1/100 ±1/80 ±1/67

 
接線剛性(kN/mm) 

変形角 (rad) 

剛性低下率 

0

5

10

15

0 1 , 0 0 0 2 , 0 0 0 3 , 0 0 0 4 , 0 0 0 5 , 0 0 0 6 , 0 0 0 7 , 0 0 0 8 , 0 0 0

0.0

0.2

0.4

0.6

0.8

1.0
±1/100rad

±1/80
±1/67

±1/40

変形角 (rad) 

 
接線剛性(kN/mm) 剛性低下率 

0

5

10

15

0 1 , 0 0 0 2 , 0 0 0 3 , 0 0 0 4 , 0 0 0 5 , 0 0 0 6 , 0 0 0

0.0

0.2

0.4

0.6

0.8

1.0
±1/100rad

±1/57

±1/40

変形角 (rad) 

 
接線剛性(kN/mm) 剛性低下率 

No.1 No.2 No.3 

図－5 せん断力 0 のときの剛性 

-1599-



え字は正側および負側の両方で経験した変形角

し，図の左 Y 軸は剛性，右 Y 軸は剛性低下率を

示す。剛性低下率は初期剛性に対する接線剛性

とする。 

すべての試験体において，±1/100rad を経験

する付近までは急激に剛性が低下し，その後，

緩やかに剛性が低下する傾向が見られる。No.2

および No.3 では±1/100rad を経験したときまで

にせん断ひび割れはとくに見られなかったので，

曲げ圧縮破壊による損傷が急激な剛性低下の原

因であると思われる。一般的に，せん断力 0 の

とき，すなわち完全に除荷したときには曲げモ

ーメントによるひび割れは閉じる傾向にある。

よって，曲げモーメントによるひび割れよりも，

せん断ひび割れを部材耐力，剛性，耐久性など

について有害なひび割れとすることが多い。本

実験においても曲げモーメントによるひび割れ

は完全に除荷した時にはほぼ閉じていた。しか

し，±1/100rad を経験する付近で急激に剛性が低

下したため，地震後の調査でせん断ひび割れが

発生していない場合でも，余震または次の大地

震時の対策に杭の剛性低下の考慮が必要となる

と思われる。 

 

3.3 振動特性計測 

試験体 No.1 では加速度計を貼付け図－6 に示

す加振実験装置により加振を行った。図に示す

位置において加振機を用いてホワイトノイズを

入力し，加速度を測定した。加速度の測定は高

感度加速度計を用い，スパン中央において測定

を行った。変形角 0，1/100，1/80，1/67rad のそ

れぞれにおいて，正負載荷を行って完全に除荷

したのちに，図－6 に示すセットに組み替えて加

振実験を行った。 

図－7 に杭中央部のフーリエスペクトルを示

す。0rad は載荷前を示す。ピークは 26.6～35.1Hz

間と 45.0～47.9Hz 間において 2 つみられること

は「試験体」と「加力梁および支承」の固有振

動数を示しており，1 つ目のピークが試験体の固

有振動数を示す。このことは加力実験後に杭は

損傷するために固有振動数が低下するが，2 つ目

のピークはあまり変化しないことからも，1 つ目

のピークが試験体の固有振動数であることは明

らかである。 
加振位置および方向 

図－6 加振実験装置 
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図－7 フーリエスペクトル 

No.1 1/65rad 除荷時 

No.2 最終破壊状況 

No.3 最終破壊状況 

写真－1 破壊状況 

No.2，.3 の超音波伝播時間 
測定位置 L=375mm

No.1 の超音波伝播時間 
測定位置 L=375mm

図－8 超音波伝播時間測定位置 
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加力実験開始前すなわち 0rad 時の固有振動数

は 35.1Hz であった。変形角の増大に伴い，試験

体の固有振動数が低下する傾向が見られた。変

形角 1/00rad では固有振動数が 28.8Hz まで急激

に低下し，その後は緩やかに低下した。損傷の

詳細は後述によるが変形角が 1/100rad に達する

までに曲げひび割れおよびせん断ひび割れが発

生するという損傷が試験体の剛性低下の原因と

なり，固有振動数が低下したと思われる。この

ことは図－5 にみられるような変形角 1/100rad

付近までは試験体の剛性が急激に低下する傾向

と同様であり，その傾向が振動特性においても

表れた。よって，振動を用いたヘルスモニタリ

ングによる杭の損傷検出は可能であると思われ

る。 

 

3.4 波動計測（超音波伝播時間）と PHC 杭の損

傷の関係 

図－8 に超音波測定位置，写真－1 に破壊状況，

図－9 に超音波伝播時間とせん断ひび割れ幅の

関係を示す。図中の Q=0kN は完全に除荷したと

きを示す。 

せん断ひび割れ幅は発生したせん断ひび割れ

の最大の幅とする。せん断ひび割れはデジタル

ノギス(1/100mm まで測定可能)を用いてせん断

ひび割れと直交するように測定（小数点第 2 位

を四捨五入）した。測定精度を 40 倍の拡大鏡で

確認したがほぼ同程度の測定値を示した。 

超音波伝播時間測定の端子は図－8 に示す位

置で測定した。測定は透過法とし，超音波がふ

たつの端子間を伝わる時間を測定した。測定時

の端子位置は危険断面位置と危険断面位置から

杭径の 1.25 倍 ( 1.25D )の位置とした。端子を結

ぶ直線と曲げせん断ひび割れが交差する（端子

間が曲げせん断ひび割れをまたぐ）ように端子

位置を設定した。 

ひび割れが発生すると，そのコンクリートの

不連続性が抵抗となって超音波伝播時間が大き

くなる傾向がある 5)。端子とコンクリート接地面

の隙間，すなわち空気層も同様に超音波伝播時

間が大きくなる原因となる。そのため端子とコ

ンクリート接地面の間に薄くグリースや油粘土

を緩衝させて計測する。本研究では油粘土を緩

衝させ計測を行ったが，あらかじめ確認した初

期値を考慮して実際の計測を行った。 

No.1 ではせん断ひび割れが発生した－

1/133rad 付近で超音波伝播時間が 130µ sec 程度

に大きくなり，そのときのせん断ひび割れ幅は

0.5mm であった。その後，せん断ひび割れ幅の

増大に伴い超音波伝播時間は概ね増加し，せん

断ひび割れ幅最大値 0.9mm のときの超音波伝播

時間は 154µ sec であった。 

No.2ではせん断ひび割れが発生した1/85rad付

近で超音波伝播時間が 200µ sec 程度に大きくな
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図－9 超音波伝播時間とせん断ひび割れ幅 
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り，そのときのせん断ひび割れ幅は 0.6mm であ

った。その後，せん断ひび割れ幅の増大に伴い

超音波伝播時間は概ね増加し，せん断ひび割れ

幅最大値 4.0mmのときの超音波伝播時間は 209µ 

sec であった。 

No.3ではせん断ひび割れが発生した1/50rad付

近で超音波伝播時間が 138µ sec 程度に大きくな

り，そのときのせん断ひび割れ幅は 0.2mm であ

った。その後，せん断ひび割れ幅の増大に伴い

超音波伝播時間は概ね増加し，せん断ひび割れ

幅最大値 1.4mmのときの超音波伝播時間は 224µ 

sec であった。 

すべての試験体においてせん断ひび割れ幅の

増加に伴う超音波伝播時間の増加傾向が概ねみ

られたが，No.1 および No.2 ではせん断ひび割れ

幅と超音波伝播時間の増加傾向が完全に一致し

なかった。このことは，端子とコンクリート接

地面の間に緩衝させたグリースや油粘土の影響

であると思われる。No.3 では測定方法を再検討

し，端子とコンクリート接地面間の緩衝材量を

できるだけ固定したため，せん断ひび割れ幅と

超音波伝播時間の増加傾向に関する相関性が比

較的良好となった。よって，波動（超音波）を

用いたヘルスモニタリングによる杭の損傷検出

は可能であると思われる。 

 

4. まとめ 

本論では PHC 杭を対象とした正負交番繰返し

曲げせん断載荷実験を行った。実験では振動特

性計測により杭の振動特性からその剛性変化を

捉え，超音波伝播時間を用い，ひび割れ幅を計

測しながら破壊性状を観察した。 

それらの実験結果をもとに各センサの損傷検

出の適用性を検討し，杭の損傷検出をするため

の基礎データとして以下のようにまとめた。 

(1) ±1/100radを経験する付近でせん断ひび割れ

が発生していない場合でも，せん断力 0 のと

き，すなわち完全に除荷したときの剛性は急

激に低下した。よって，地震後の調査でせん

断ひび割れが発生していない場合でも，余震

または次の大地震時の対策では杭の剛性低下

の考慮が必要となると思われる。 

(2) 「実験結果の履歴特性の振動特性」と「振動

特性計測実験の振動特性」は同様であり，振

動を用いたヘルスモニタリングによる杭の損

傷検出は可能であると思われる。 

(3) せん断ひび割れ幅の増加に伴う超音波伝播

時間の増加傾向が概ねみられたため，ひび割

れ幅と超音波伝播時間は相関性がある。よっ

て，波動（超音波）を用いたヘルスモニタリ

ングによる杭の損傷検出は可能であると思わ

れる。 

(4) ヘルスモニタリングによる杭の損傷検出が

有効であると思われ，杭基礎構造建物の調査

に適用できる可能性を示した。 
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